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日銀金融政策決定会合（4月）
～金融政策は現状維持、2017年度物価見通しを引き下げ～

お伝えしたいポイント

• 日銀は市場予想通り、現状の金融政策を維持しました。

• 日銀は景気判断を上方修正する一方、2017年度物価見通しを小幅に下方修正しました。

• 当社では2017年度中の金融政策据え置きを想定しています。

＜金融政策は現状維持＞

＜景気判断を上方修正する一方、物価見通しを下方修正＞

4月26日から27日にかけて開催された金融政策決定会合において、市場予想通り、日銀は現状の金融政策の

維持を決定しました。長短金利操作（イールドカーブ・コントロール）に関する金融市場調節方針は、短期金利

（日銀当座預金の一部に適用される政策金利）を▲0.1％、長期金利（10年物国債金利）をゼロ％程度にいずれ

も据え置いたほか、長期国債の買入れペースについても「保有残高の増加額年間約80兆円」を維持しました。

そのほか、長期国債以外の資産買入れ方針にも変更はありませんでした。

日銀が会合後に公表した「経済・物価情勢の展望

（2017年4月）」では、足元の景気判断をこれまでの

「緩やかな回復基調を続けている」から「緩やかな拡

大に転じつつある」に上方修正したほか、鉱工業生産

や輸出に関しても「増加基調にある」として判断を引き

上げました。一方、日銀は消費者物価指数（除く生鮮

食品）の前年比の見通し（政策委員見通しの中央値）

を、2017年度について前回1月の＋1.5％から今回の

＋1.4％へと小幅な下方修正を行いました。この措置

は、2月の消費者物価指数（除く生鮮食品）の前年比

上昇率が＋0.2％にとどまるなど、日銀の物価見通し

に対して足元の物価が依然として低迷していることが

背景にあるとみられます。

2017年4月28日

消費者物価指数の推移
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※1ページ目の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。

長期金利の推移

＜2017年度中の金融政策据え置きを想定＞

今後、2017年後半にかけてエネルギー価格上昇の影響を主因に前年比の物価上昇率は上昇幅を拡大する見

込みですが、当社では最大でも前年比＋1.0％程度の上昇幅にとどまるものと想定しており、日銀の物価見通し

は今後も下方修正される可能性が高いと考えています。そのため、2017年度中に長短金利操作（イールドカー

ブ・コントロール）に関する金融市場調節方針が金融引き締めの方向に修正される可能性は低いと当社は考えて

おり、長期金利は日銀の誘導目標であるゼロ％程度での推移が続く見込みです。

以上
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